
 

保育部会 常任委員会  

 

日時：令和 5 年 9 月 5 日（火）午後 3 時～ 5 時 

会場：大阪府社会福祉会館  3 階  301 会議室 

 

・部会長挨拶  

・令和 5 年度  地域限定保育士試験実習受入について  

 

《協議題》  

１．大阪府からの報告について  …大阪府資料 1-1・1-2、追加資料  

 

 

 

２．中央情勢について  …全保協ニュース  

 

 

 

３．令和 5 年度保育部会・保育士会会費等請求について  …資料 1 

 

 

 

４．第 66 回全国保育研究大会（大分大会）への参加勧奨について …資料 2 

 

 

 

５．保育部会保育士等キャリアアップ研修各種案内について  …資料 3 

 

 

 

６．令和 6 年度大阪府の施策・予算に対する要望について …資料 4、資料 

 

 

 

７．調査研究委員会からの報告  …別紙  

 

 

 

８．地域貢献事業推進委員会からの報告  …  

 

 

 

９．大阪府保育士会からの報告  

 

 



 

10．各ブロックからの報告  

北摂ブロック   

豊中市   

高槻市   

北大阪ブロック   

枚方市   

寝屋川市   

東大阪市   

八尾市   

南大阪ブロック   

堺ブロック   

泉州ブロック   

大阪市   

 

11．その他 
・閉会挨拶  

 

 

 

（常任委員会進行輪番表）  

次回      今回  

北摂  泉州  堺  河内  南大阪  北大阪  

 

 
次回常任委員会  令和 5 年 10 月 3 日（火）午後 3 時 00 分～ 5 時 00 分  

大阪府社会福祉会館  4 階  401 会議室  

 

 



社会福祉施設等事業者のみなさま
「大阪府社会福祉施設等物価高騰対策一時支援金事業（第２弾）」のご案内

令和５年９月15日（金）から申請受付をスタート
大阪府では、物価高騰が続く中、その影響を受けている社会福祉施設等に対し、安定的な事業継続を支援するため、
「大阪府社会福祉施設等物価高騰対策一時支援金」を支給します。

Q１．一時支援金の申請受付期間は？
Ａ1．令和５年９月15日（金）午前９時から同年10月20日（金）午後11時59分までです。
※期限後に提出された申請はお受けできませんのでご注意ください。必ず期限内の申請をお願いします。

Ａ２．次の要件を満たす福祉施設、事業所等は、一時支援金の申請が可能です。
① 大阪府内に所在する保護施設、児童福祉施設等、障がい児者施設、介護施設（以下、「施設等」という。）。

※公立施設、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等対象外となる施設等もありますのでご留意ください。
※具体的な対象施設・事例については、大阪府HPに掲載している「対象施設一覧」や「よくある質問」をご確認ください。

② 令和５年８月１日時点（以下「基準日」という。）において、サービスを提供し運営していること。ただし、基準日において休止又は
廃止している場合は、支給の対象外となります。

Q２．一時支援金の対象となる要件は？

Ｑ３．一時支援金の額はどのように決められるのですか？
Ａ３．以下のサービス種別、単価に基づき支援金額を算定し、施設等からの申請により支給（口座振込）します。
○支給額 ★入所系・通所系の場合

同一建物内でも区分され、それぞれ定員設定されている
サービスは原則サービスごとに申請
★訪問系等の場合
同一建物内で複数のサービスを実施していても22,000円

※重複の考え方については「よくある質問」を参照ください。

定員 支給額サービス種別 単価
入所系 8,400円/１人

通所系（介護、障がい）
通所系（児童）

2,700円/１人
1,500円/１人

訪問系等 22,000円/１施設

単価



Ａ４．対象となる施設等は大阪府に対して申請を行います。
Ｑ４．一時支援金の申請手続きは？

◎支援金を申請する場合、電子申請（大阪府行政オンラインシステムでの申請）を原則とします。
◎前回申請いただいた方は以前申請したアカウントからご申請ください。
◎申請内容を審査し支給決定されると、大阪府の委託先から施設等に支援金を支給（口座振込）します。
※支援金の支給をもって交付決定通知を行ったものとしますので、通帳等で支給額のご確認をお願いします。

Ｑ５．一時支援金の申請・支払いスケジュールは？
Ａ５．スケジュールは次のとおりです。

・令和５年９月15日（金）・・・受付開始
申請受付後に順次、審査を開始し審査完了した順に支給する予定です。ただし、
申請書類の不備等により支給が遅れる場合がありますのでご了承ください。

・令和５年10月20日（金）・・・申請受付締切
・令和５年12月28日（木）・・・支援金の支給終了

問合せ先
大阪府社会福祉施設等物価高騰対策一時支援金事業（第２弾）コールセンター

電話 ０６−７６３３−０１５７（平日９時から18時まで）
※９月15日(金)から９月29日(金)は土日祝も開設

※電子申請のマニュアルや、支援金にかかるよくある質問等、支援金の詳細は、大阪府
HPに掲載していますので、ご確認のうえご申請ください。

URL： https://www.pref.osaka.lg.jp/fukushisomu/fukushisisetsu/index.html 

https://www.pref.osaka.lg.jp/fukushisomu/fukushisisetsu/index.html
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－今号の目次－ 

◆ こども家庭審議会 子ども・子育て支援等分科会（第１回）が開催される 

（こども家庭庁）·········１ 

◆ 令和５年 社会福祉施設等調査へのご協力のお願い（厚生労働省） ··················３ 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ こども家庭審議会 子ども・子育て支援等分科会（第

１回）が開催される（こども家庭庁） 
  

令和 5 年 8 月 1 日、こども家庭庁において、第 1 回目となる「こども家庭審議会 子ど

も・子育て支援等分科会」が開催されました。 

「こども家庭審議会」は、「こども家庭庁設置法」に基づき、こども家庭庁に設置されて

おり、内閣総理大臣またはこども家庭庁長官の諮問に応じて、下記を調査・審議する審議

会となります。 

こども家庭審議会の審議事項 

「子ども・子育て支援法の施行に関する重要事項」 

「こども、こどものある家庭及び妊産婦その他母性の福祉の増進に関する重要事項」 

「こども及び妊産婦その他母性の保健の向上に関する重要事項」 

「こどもの権利利益の擁護に関する重要事項」 

 

「子ども・子育て支援等分科会」は、「こども家庭審議会」のもとに設置される分科会で、

主に「子ども・子育て支援法の施行に関する重要事項を調査審議」するとされています。

昨年度まで内閣府が開催していた「子ども・子育て会議」の後継組織となります。 

8 月 1 日に開催された第 1 回では、既に本ニュースでもお伝えしている「こども未来戦

略方針」や「昨年来の保育所等における不適切事案を踏まえた今後の対策」のほか、「令和

№23-19                     2023（令和 5）年 8 月 3 日 

全保協ニュース 
〔協議員情報〕 

全 国 保 育 協 議 会 

TEL. 03-3581-6503  FAX. 03-3581-6509 

ホームページアドレス〔 https://www.zenhokyo.gr.jp 〕 

https://www.zenhokyo.gr.jp/
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4年教育・保育施設等における事故報告集計」が議題となりました。 

本会からは、村松幹子副会長（全国保育士会会長）が委員として参画しており（第 1 回

会議は伊藤唯道副会長が代理出席）、下記内容の提出資料をもとに発言しています。 

 

〇配置基準の改善 

• 近年、子どもの発達状況の個人差も大きく、個別に対応する必要性が増しており、「保育所保

育指針」「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」のねらいを充分に達成する活動を展開す

るには、人員配置を見直す必要がある。 

• 「こども未来戦略方針」において、配置基準の改善が明記されたことに感謝申しあげる。 

• 配置基準の改善については、加算対応ではなく、1 歳児 5 対 1、4・5 歳児 25 対 1 を法的に

改善していただきたい。 

• その際、保育士確保が難しいことを踏まえ、経過措置を設けていただくとともに、配置基準

の改善が法的に施行されるまでについては、加算対応をとっていただきたい。 

〇不適切事案を踏まえた対策 

• 「子どもの最善の利益」を保障する保育所・認定こども園等において、園児への虐待はあっ

てはならないことであり、会員に向けて会長メッセージを発信するとともに、全国保育士会

と共同で緊急セミナー「『子どもの最善の利益』を守るために」を開催し、3万 2千回を超え

る視聴がされた。 

• また、全国保育士会では、「不適切な保育」に関する国の実態調査を、よりよい保育を追求

し、さらなる保育の質の向上をめざす良い契機ととらえ、「人権擁護のためのセルフチェッ

クリスト」を用いた保育の振り返りを行い、その結果を公表している。 

• 振り返りの結果からは、保育者が自身の保育を謙虚に振り返り、意識せずに行ったことが、

実は子どもの人権にかかわる内容だったことに気づき、どうすればよいのかを考え、子ども

に寄り添うことを通して、保育の質をさらに向上させたいという保育者の思いが読み取れ

た。 

• 引き続き保育現場における保育の振り返りを行っていくよう働きかけていきたいと考えて

いる。 

• 不適切保育を防ぐ責任は一義的には施設長にある。施設長がその責任を果たすには、「資格・

必修研修等の要件等を的確に定め、義務化することが必要」であると考える。 

〇こども誰でも通園制度 

• 保育所・認定こども園は、これまでも一時預かりや地域子育て支援事業を実施しており、「孤

立した育児」のなかで不安や悩みを抱える子育て家庭に寄り添う技術、知識、関係機関との

連携が既にあり、積極的に役割を果たしていきたいと考えている。 

• 一方で、保育現場においては、子どもの成長を長い時間軸で進めており、時間単位での利用

は、一人ひとりに寄り添うことで得られる安定した保育環境への負荷となる可能性がある。 

• 保育所・認定こども園では、子どもの連続的な育ちと生活を、施設と家庭が協働して創るこ

とをめざしている。 

• その保育本来の意義が守られ、保育を受けるべき子どもたちへの「保育の質」が低下しない



3 

ような制度、そして、保育士が専門性を発揮できる環境整備を、「こども誰でも通園制度」の

創設にあたっては併せて進めていただきたい。 

〇制度の創設にあたって 

• 「こども未来戦略方針」では、今後「こども大綱」とあいまって少子化・人口減少のトレン

ドを反転させるため、「こども誰でも通園制度」など、少子化対策の実現に向けて取り組むべ

き政策強化の基本的方向が取りまとめられたが、この具体化は年末に策定される「戦略」に

示される。 

• この過程において、「こども家庭庁」においては、子どもの権利が確実に保障されるととも

に、必要な予算の確保と保育の質の向上、保育士・保育教諭等の処遇改善が図られるものと

承知している。 

• そのために、保育現場の声を直接お聞きいただきたく、協議および意見交換の場を十分に設

けていただきたい。 

 

資料等の詳細は、下記ホームページよりご確認ください。 

■ こども家庭庁トップページ > 会議等 > こども家庭審議会 > 子ども・子育て支援等分科会 

https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_kosodate/ 

 

 

 

◆ 令和５年 社会福祉施設等調査へのご協力のお願い

（厚生労働省） 
 

社会福祉施設等調査は、全国の社会福祉施設等の数、在所者、従事者の状況等を把握し、

社会福祉行政の推進のための基礎資料を得るため、厚生労働省が毎年実施しているもので

す。 

今年度も、9月下旬を目途に、保育所、保育所型認定こども園、小規模保育事業所等に対

し、調査票が郵送されます。会員の皆さまにおかれましては、調査へのご協力をよろしく

お願いいたします。 

なお、令和 4 年度調査まで実施されていた幼保連携型認定こども園調査票については、

記入者の負担を考慮し、令和 5年度調査より廃止となっております（※全保協事務局注：

幼保連携型認定こども園については、こども家庭庁が実施する「認定こども園に関する状

況調査」および文部科学省が実施する「学校基本調査」の対象となっており、令和 5 年度

はその 2つの調査において、施設数等が調査されます）。 

 

https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_kosodate/
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－今号の目次－ 
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 「『医療・介護・保育』求人者向け特別相談窓口」について ················· 3 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆「医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹

介事業者の認定制度」のご案内 

「医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度」は、医療・介

護・保育分野における求人者（医療機関・介護施設・保育園等）が、有料職業紹介事業者

を利用する際、あらかじめサービスの内容や品質、その費用等の概要を知ったうえで適正

な事業者を選択できるようにすることを通じて 、医療・介護・保育分野における人材確保

及びマッチングの質向上に貢献することを目的としています。 

本制度は令和 3 年度からスタートしており、既に 49 社（医療分野 38 社、介護分野 22

社、保育分野 13 社※複数分野取得企業あり）が適正事業者として認定されています。 

会員のみなさまにおかれましても、有料職業紹介事業者へ求人依頼の際には、下記ホー

ムページにアクセスし、参考としてください。また、本制度にかかるリーフレットを添付

しますのでご参照ください（別紙 1）。 

 

医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度 HP トップページ 

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/ 

 

№23-20                     2023（令和 5）年 8 月 10 日 

全保協ニュース 
〔協議員情報〕 

全 国 保 育 協 議 会 

TEL. 03-3581-6503  FAX. 03-3581-6509 
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◆「顧客推奨度調査」へのご協力のお願いについて（厚

生労働省） 

 「医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度」創設の背景お

よび基礎となる理念を実現するため、認定制度の改善および適正認定事業者のサービス品

質向上にむけて、認定事業者に関する「顧客推奨度調査」を実施しています。 

 認定事業者を活用したことがある会員のみなさまにおかれましては、調査へのご協力を

お願いします。方法は WEB 調査のみとなり、回答期限は 8 月 20 日（日）です。 

 ご協力いただける方は、下記 URL にアクセスいただき、ご回答ください。なお、本調

査にかかる問い合わせは日本人材紹介事業協会の窓口へ直接ご連絡ください。 

調査名：厚生労働省委託事業 医療・介護・保育分野における有料職業紹介「適正認定事業 

者」のサービス品質に関する顧客推奨度調査 

方法：WEB 調査のみ 

設問：16 問 

回答時間：約 10 分 

URL：https://survey-z.com/wix/p2055334045.aspx 

備考：回答は事業者向けにフィードバックすることがありますが、個人情報等は匿名とし 

ます。 

＜本調査に関する問い合わせ先＞ 

一般社団法人 日本人材紹介事業協会（厚生労働省委託事業事務局） 

TEL：03-6403-1827 

メール：ninteiseido@jesra.or.jp 

（受付 10 時～17 時、土・日・国民の祝日を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

https://survey-z.com/wix/p2055334045.aspx
mailto:ninteiseido@jesra.or.jp
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◆「『医療・介護・保育』求人者向け特別相談窓口」につ

いて 

厚生労働省・都道府県労働局には、「『医療・介護・保育』求人者向け特別相談窓口」を

設置し、人材紹介会社の職業紹介サービスに関し法令違反の疑いがある場合等の相談を受

け付けています。詳細については添付 PDF 資料（別紙 2）をご参照ください。 

なお、人材紹介会社に関する問題が引き続き指摘されていることから、有料職業紹介事

業の適正な運営を確保するための取組として、都道府県労働局において本年８月から医

師・看護師などの医療従事者や介護従事者、保育士等の紹介実績がある職業紹介事業者へ

の集中的な指導監督を実施することとしています。 

続報があり次第、本ニュースにてお知らせします。 
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医療・介護・保育分野に特化した本認定制度の背景・理念に沿う社会の実現のため、本認定制度へ参画する業
界団体所属の求人者へ向けて、認定事業者に関する顧客推奨度を調査するアンケートを実施し、そのアンケー
ト結果を認定事業者へフィードバックすることでサービス品質の改善促進活動をおこなっています。

本認定制度は、以下団体の協力により創設され、令和 3年度から実施しています。（五十音順）

（公社）全日本病院協会、（公社）日本医師会、（一社）日本医療法人協会、（公社）日本看護協会、（公社）日本歯科医師会、
（公社）日本精神科病院協会、（一社）日本病院会

（一社）全国介護事業者連盟、（社福）全国社会福祉協議会　全国社会福祉法人経営者協議会、 
高齢者住まい事業者団体連合会（（公社）全国有料老人ホーム協会、（一社）全国介護付きホーム協会、（一社）高齢者住宅協会）、
（公社）全国老人福祉施設協議会、（公社）全国老人保健施設協会

（社福）全国社会福祉協議会　全国保育協議会、（公社）全国私立保育連盟、（社福）日本保育協会
 

医療分野

介護分野

保育分野

適正認定サイトでは、最新の適正認定事業者の社名検索を
はじめ、認定事業者のサービス名称、対象職種別の常用就
職の紹介実績数（目安）、サービス対応エリア等を確認する
ことができます。

医療 介護 保育 適正認定

医療・介護・保育分野における
適正な有料職業紹介事業者認定制度

適正な有料職業紹介事業者
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医療・
介護・保育

数多くある

医療・介護・保育分野の

有料職業紹介事業者の中から

安心できる事業者を選ぶ基準の

ひとつとしてご活用ください。
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厚生労働省同制度受託事業者 一般社団法人 日本人材紹介事業協会（略称・人材協）

医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度では、
「必須基準」「基本基準」等の基準を一定以上満たした有料職業紹介事業者を

「適正な有料職業紹介事業者」として認定しています。

医療・介護・保育分野における
適正な有料職業紹介事業者認定制度

令和5年度版

認定後においても求人者の苦情や評価を認定事業者にフィードバックすることで、
サービス品質の維持、改善を図っていきます。

1　顧客推奨度調査の実施

「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_30703.html     

医師・看護師などの医療従事者や介護従事者、保育士などの採用にあたって人材紹会社を利用し、紹介手数
料などの職業紹介の条件等についてのトラブルや法令違反の疑いがある場合には、最寄りの都道府県労働局
『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』で相談を受け付けています。

2　認定事業者に関する苦情窓口の運営

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/consultation/

分野別適正事業者認定制度運営事務局　苦情・ご意見・ご要望窓口認定制度の不明点等のお問い合わせをはじめ、
適正認定事業者に関する苦情・ご意見・ご要望についても、こちらの窓口で随時受け付けています。苦情につ
いては事実確認の上、本認定制度協議会（※）に報告します。
また、必要に応じて当該事業者にしかるべき回答を求めます。
※本認定制度協議会は、労働関連法等を専門とする有識者、医療・介護・保育それぞれの業界団体を代表する
委員から成り、本認定制度全体をガバナンスする役割を担っています。

求人者・求職者の皆様へ



紹介会社の利用に際し、

手数料やサービス品質
などにご不安はないですか？

何を基準に
紹介会社を選べば
よいかわからない…

紹介手数料が
とても高かったら
どうしよう…

早期離職時の
返戻金制度がある
紹介会社を選びたい…

安易な転職を煽るような
広告を出す紹介会社は
使いたくない…

申請条件
人材を安定的に紹介できるこ
とは適正認定事業者が満たす
べき重要な条件です。そのた
め、申請した分野の施設に対
して、少なくとも１つ以上の
対象職種について、①過去 2
年連続で、②年間 5 件以上の
常用就職（無期雇用）の紹介
実績があることを申請条件と
しています。

必須基準は、「法令を遵守し
ているか」を含めて適正認定
事業者が必ず満たさなくては
ならない基準です。適正認定
事業者は、分野別に定められ
た 16～ 18 項目のすべてを
クリアする必要があります。

基本基準は、「求職者や求人
者に対してより良いサービス
を提供する」ために適正事業
者が満たすことが望ましい基
準です。適正認定事業者は、
分野別に定められた 11～
13 項目のうち一定数以上の
項目をクリアする必要があり
ます。

例 職種別に手数料を公表している

早期離職時の返戻金制度を設けている

求職者に「お祝い金」を支給していない

自らの紹介により就職した者に対し、転職勧奨をしない

転職活動をみだりに助長するような広告をしない

要配慮個人情報は、本人の同意を得ないで取得していない

求人情報は、求人者や求職者に定期的に情報が最新であるか
確認を行う、および求人や求職者の情報の時点を明示している

例
求職者のキャリア、志向、希望の勤務時間や曜日・勤務場所等
の制約等を把握した上で、適した就業先の紹介を行っている

求人者からの求人申し込みは、電話だけではなく、　　　　
書面、FAX、メールで受け付けている

手数料率を含むサービス提供条件は、求人者に充分説明し　
理解を得た上で、契約締結により事前合意している

求職者が就職後も長く活躍できるよう、求人者と協力して定
着支援を行っている

「必須基準」「基本基準」の詳細は、
適正認定サイトから閲覧することができます。

医療 介護 保育 適正認定

適正認定事業者

「医療・介護・保育分野における
適正な有料職業紹介事業者認定制度」では、
申請条件、必須基準、基本基準を満たす紹介会社を、
「適正認定事業者」として認定しています。

介護

適正認定

保育

適正認定

医療

適正認定

〈認定マーク〉　
適正認定事業者は、認定を受けた
分野の認定マークをホームページ
や会社案内、名刺等の媒体に利用
することができます。

申
請
条
件

必
須
基
準

基
本
基
準

審査員が、 認定を申請した事業者

の事業責任者等にヒアリングを実

施し、提出書類の内容を確認した

上で適正認定事業者として認定し

ます。

有効期間　3年

介護分野の対象職種 保育分野の対象職種医療分野の対象職種

介護職

　うち介護福祉士

　うち介護福祉士以外

看護職

リハビリテーション専門職

介護支援専門員

医師

生活相談員、支援相談員

機能訓練指導員

栄養士・管理栄養士

保育士

保育教諭

幼稚園教諭

栄養士・管理栄養士・調理員

看護師

医師

歯科医師

薬剤師

看護職

リハビリテーション専門職 

医療技術者　

歯科衛生士

看護助手・看護補助者

歯科助手

栄養士・管理栄養士
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界団体所属の求人者へ向けて、認定事業者に関する顧客推奨度を調査するアンケートを実施し、そのアンケー
ト結果を認定事業者へフィードバックすることでサービス品質の改善促進活動をおこなっています。

本認定制度は、以下団体の協力により創設され、令和 3年度から実施しています。（五十音順）

（公社）全日本病院協会、（公社）日本医師会、（一社）日本医療法人協会、（公社）日本看護協会、（公社）日本歯科医師会、
（公社）日本精神科病院協会、（一社）日本病院会

（一社）全国介護事業者連盟、（社福）全国社会福祉協議会　全国社会福祉法人経営者協議会、 
高齢者住まい事業者団体連合会（（公社）全国有料老人ホーム協会、（一社）全国介護付きホーム協会、（一社）高齢者住宅協会）、
（公社）全国老人福祉施設協議会、（公社）全国老人保健施設協会

（社福）全国社会福祉協議会　全国保育協議会、（公社）全国私立保育連盟、（社福）日本保育協会
 

医療分野

介護分野

保育分野

適正認定サイトでは、最新の適正認定事業者の社名検索を
はじめ、認定事業者のサービス名称、対象職種別の常用就
職の紹介実績数（目安）、サービス対応エリア等を確認する
ことができます。
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厚生労働省同制度受託事業者 一般社団法人 日本人材紹介事業協会（略称・人材協）

医療・介護・保育分野における適正な有料職業紹介事業者の認定制度では、
「必須基準」「基本基準」等の基準を一定以上満たした有料職業紹介事業者を

「適正な有料職業紹介事業者」として認定しています。

医療・介護・保育分野における
適正な有料職業紹介事業者認定制度

令和5年度版

認定後においても求人者の苦情や評価を認定事業者にフィードバックすることで、
サービス品質の維持、改善を図っていきます。

1　顧客推奨度調査の実施

「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_30703.html     

医師・看護師などの医療従事者や介護従事者、保育士などの採用にあたって人材紹会社を利用し、紹介手数
料などの職業紹介の条件等についてのトラブルや法令違反の疑いがある場合には、最寄りの都道府県労働局
『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』で相談を受け付けています。

2　認定事業者に関する苦情窓口の運営

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/consultation/

分野別適正事業者認定制度運営事務局　苦情・ご意見・ご要望窓口認定制度の不明点等のお問い合わせをはじめ、
適正認定事業者に関する苦情・ご意見・ご要望についても、こちらの窓口で随時受け付けています。苦情につ
いては事実確認の上、本認定制度協議会（※）に報告します。
また、必要に応じて当該事業者にしかるべき回答を求めます。
※本認定制度協議会は、労働関連法等を専門とする有識者、医療・介護・保育それぞれの業界団体を代表する
委員から成り、本認定制度全体をガバナンスする役割を担っています。

求人者・求職者の皆様へ



厚生労働省同制度受託事業者

一般社団法人 日本人材紹介事業協会（略称・人材協）

医療・介護・保育分野における
適正な有料職業紹介事業者認定制度

適正認定事業者一覧（認定日社名五十音順）
2023年4月30日時点

適正な有料職業紹介事業者
認定制度

医療・
介護・保育

医療分野認定企業

株式会社エス・エム・エス
エムスリーキャリア株式会社
株式会社エルユーエス
株式会社クイック
株式会社ジョブズコンストラクション
株式会社ツナガリキャリア
ディップ株式会社
株式会社日本教育クリエイト
株式会社ブレイブ
株式会社マーキュリー
株式会社マイナビ
株式会社メディカルジョブセンター
株式会社メディカルリソース

株式会社リクルートメディカルキャリア
レバレジーズメディカルケア株式会社
株式会社医師のとも
株式会社WILLCO
エニーキャリア株式会社
キャリアバンク株式会社
株式会社キャリアシステム
クラシス株式会社
総合メディカル株式会社
株式会社トライトキャリア
株式会社フロー
株式会社メディカル・プリンシプル社
株式会社メディウェル

株式会社CONNECT
株式会社エムステージ
株式会社日本メディカルキャリア
株式会社キャリアプランニング
株式会社グローマス
株式会社キャリア
株式会社CMEコンサルティング
株式会社ALC
株式会社SEプラス
株式会社エム・ディー・マネジメント
日本メディカルコネクション株式会社
株式会社ファーストコネクト 

介護分野認定企業

アフィニティ・グループ株式会社
株式会社エス・エム・エス
株式会社エルユーエス
株式会社クイック
株式会社ジョブズコンストラクション
ディップ株式会社
株式会社日本教育クリエイト
株式会社ブレイブ

株式会社マイナビ
株式会社メディカルジョブセンター
ライクスタッフィング株式会社
レバレジーズメディカルケア株式会社
株式会社キャリアシステム
株式会社ゼフィロス
株式会社ツクイスタッフ
株式会社トライトキャリア 

株式会社ドットコム・マーケティング
株式会社ウィルオブ・ワーク
株式会社キャリアプランニング
株式会社キャリア
株式会社ALC
株式会社ファーストコネクト

保育分野認定企業

株式会社エス・エム・エス
株式会社ジョブズコンストラクション
Simple 株式会社
株式会社ネクストビート
株式会社ブレイブ

株式会社マイナビ
ライクスタッフィング株式会社
株式会社あんだんて
株式会社トライトキャリア
株式会社メディカルジョブセンター

株式会社アスカ
株式会社アスカクリエート
株式会社CMEコンサルティング



医師・看護師などの医療従事者や介護従事者、保育士などの採用にあたって人材紹介会社を

利⽤し、紹介⼿数料などの職業紹介の条件等についてトラブルとなるケースがあります。

⼈材紹介会社の職業紹介サービスに関して法令違反の疑いがある場合には、最寄りの都道府

県労働局『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』でご相談を受け付けていますの

でご利⽤ください。

⼈材紹介会社の利⽤でトラブルが発⽣した際は労働局へ︕

職業紹介サービスの法令違反に関する相談は

労働局『「医療・介護・保育」求⼈者向け特別相談窓⼝』まで

医療機関や介護施設・保育所などの福祉施設の経営者・⼈事担当者の皆さまへ

LL050201 需01・都道府県労働局

労働局 課 室 電話番号 労働局 課 室 電話番号 労働局 課 室 電話番号

北海道 需給調整事業課 011-738-1015 石川 需給調整事業室 076-265-4435 岡山 需給調整事業室 086-801-5110

⻘森 需給調整事業室 017-721-2000 福井 需給調整事業室 0776-26-8617 広島 需給調整事業課 082-511-1066

岩手 需給調整事業室 019-604-3004 ⼭梨 需給調整事業室 055-225-2862 山口 需給調整事業室 083-995-0385

宮城 需給調整事業課 022-292-6071 ⻑野 需給調整事業室 026-226-0864 徳島 需給調整事業室 088-611-5386

秋田 需給調整事業室 018-883-0007 岐阜 需給調整事業室 058-245-1312 香川 需給調整事業室 087-806-0010

山形 需給調整事業室 023-676-4618 静岡 需給調整事業課 054-271-9980 愛媛 需給調整事業室 089-943-5833

福島 需給調整事業室 024-529-5746 愛知 需給調整事業第二課 052-685-2555 高知 職業安定課 088-885-6051

茨城 需給調整事業室 029-224-6239 三重 需給調整事業室 059-226-2165 福岡 需給調整事業課 092-434-9711

栃木 需給調整事業室 028-610-3556 滋賀 需給調整事業室 077-526-8617 佐賀 需給調整事業室 0952-32-7219

群馬 需給調整事業室 027-210-5105 京都 需給調整事業課 075-241-3225 ⻑崎 需給調整事業室 095-801-0045

埼玉 需給調整事業課 048-600-6211 大阪 需給調整事業第二課 06-4790-6319 熊本 需給調整事業室 096-211-1731

千葉 需給調整事業課 043-221-5500 兵庫 需給調整事業課 078-367-0831 大分 需給調整事業室 097-535-2095

東京 需給調整事業第二課 03-3452-1474 奈良 需給調整事業室 0742-88-0245 宮崎 需給調整事業室 0985-38-8823

神奈川 需給調整事業課 045-650-2810 和歌山 需給調整事業室 073-488-1160 ⿅児島 需給調整事業室 099-803-7111

新潟 需給調整事業室 025-288-3510 鳥取 職業安定課 0857-29-1707 沖縄 需給調整事業室 098-868-1637

富山 需給調整事業室 076-432-2718 島根 職業安定課 0852-20-7017

法令により、⼈材紹介会社は以下の事項を遵守しなければなりません。

違反の疑いがあればご相談ください。

問い合わせ先︓都道府県労働局相談窓⼝

その他、⼈材確保に関する国の取り組みは裏⾯をご覧ください

法令で禁⽌または必須事項とされていること

 ⼿数料を必ず明⽰する

 自らの紹介により就職した人※に対して、就職した⽇から２年間は転職の勧奨を

⾏ってはいけない（※無期雇用契約に限る）

 「お祝い⾦」その他これに類する名目で、社会通念上相当と認められる程度を超

えて、求職者に⾦銭等の提供を⾏ってはいけない

受付時間：8時30分～17時15分 （土・日・祝日・年末年始を除く）



厚⽣労働省は、適正と認定した⼈材紹介会社を公表しています。

人材確保には、ハローワークの「人材確保対策コーナー」を

ご活用ください

全国のハローワークで、人材確保のお手伝いをしています。

医療・介護・保育分野でも多くの事業主の⽅にご利⽤いただいています。

特に、医療・介護・保育などの⼈材不⾜分野については、全国の主要なハローワークに「⼈

材確保対策コーナー」を設置し、求人者・求職者の皆さまに対してさまざまな支援を実施し

ています。ぜひご活用ください。

ハローワーク（人材確保対策コーナー）ウェブサイト

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188045.html

 事業主の皆さまへの支援

• わかりやすい求人票作りへの助言

• 求職者が応募しやすい求人条件の設定についての助言

• ハローワークに求職登録中の有資格者等へ積極的に求人を紹介

 求職者に対する支援

予約制・担当者制による、一人ひとりの状況に応じた職業相談・職業紹介、求人情報の提供

 マッチングイベントの実施

• 職場⾒学会、セミナー、就職⾯接会などを積極的に開催

• 業界団体と連携し、業界の魅⼒を発信

医療・介護・保育、それぞれの分野における認定事業者を検索できる機能を備えた

特設ウェブサイトを公開していますので、ぜひご活用ください。

職種別や営業エリアごとに認定事業者を検索可能

医療・介護・保育分野における適正事業者認定制度特設ウェブサイト

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/

• 紹介⼿数料を職種別に公表している

• 早期離職時の返戻⾦制度がある

など、一定の基準を満たした適正な人材紹介会社を公表しています

「⼈材確保対策コーナー」による⽀援の例
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----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆こども家庭庁 令和６年度予算概算要求 

令和 6 年度こども家庭庁予算 概算要求※１が行われました。こども家庭庁予算概算要求

の全体像としては、一般会計 1 兆 5,271 億円、年金特別会計（子ども・子育て支援勘定）

3 兆 3,614 億円が計上され、合計で 4 兆 8,885 億円の要求額となっています（上記金額に

は、デジタル庁一括計上予算は含まない）。 

なお、『こども未来戦略方針』で示された『こども・子育て支援加速化プラン』の内容の

具体化の取扱い」、「消費税引き上げにより確保される 0.7 兆円以外の 0.3 兆円超」、「物価

高騰対策等を含めた重要な政策のうち事項要求※2 のもの」等については、金額が明示され

ておらず、それぞれ予算編成過程で検討することとされています。 

※1 概算要求…各省庁が財務省に対し、翌年度の政策を実行するために必要な予算を要求すること。

この概算要求に基づき、財務省において、各省庁の政策や経費について精査したうえ

で、翌年度の政府予算案が作成される。 

※2 事項要求…概算要求時に政策の細部が決定していないなどのために、予算要求額を示さずに項目

のみ記載・要求するもの。 

（事務局抜粋） 

「令和 6年度 こども家庭庁予算 概算要求の基本的な考え方」 

〇令和 6 年度予算においては、まずは、「こども未来戦略方針」に基づき、 

① ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得強化に向

№23-21                     2023（令和 5）年 9 月 1 日 
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けた取組 

② 全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 

等の「こども・子育て支援加速化プラン」を実現していくことが重要。これらについて

は、予算編成過程において、各事業の内容の具体化の取扱いについて検討する必要があ

るため、事項要求とする。 

※「出産・子育て応援交付金」（10万円）については、令和 5年度予算で措置した予算を

満年度化するものであり、来年度の所要額を要求する。 

 

〇加速化プランの施策以外についても、令和 5 年度予算に引き続き、 

① こどもの視点に立った司令塔機能を発揮する 

② 結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会を実現し、少子化を克服する 

③ 全てのこどもに、健やかで安全・安心に成長できる環境を提供する 

④ 成育環境にかかわらず誰一人取り残すことなく健やかな成長を保障する 

という柱に沿って、所要の予算を要求する。 

とくに保育に関わる予算としては、上記の柱建ての「③全てのこどもに、健やかで安全・

安心に成長できる環境を提供する」においてその内容が示されています。 

（事務局整理） 

3. 全てのこどもに、健やかで安全・安心に成長できる環境を提供する 3 兆 4,621 億円+事項要求 

1 総合的な子育て支援 3 兆 4,360 億円+事項要求 

（１）子ども・子育て支援新制度の推進 

➢ 「新子育て安心プラン」に基づき、保育の受け皿の整備、すべてのこども・子育て家庭を対

象に、市区町村が実施主体となり、幼児期の学校教育、保育、地域の子ども・子育て支援の

量的拡充及び質の向上を図る。施設型給付、委託費（認定こども園、幼稚園、保育所に係る

運営費）、地域型保育給付、子育てのための施設等利用給付等を実施。 

➢ 主な事項要求として、令和 6 年度に実施する「量的拡充」及び「質の向上」に必要な経費（消

費税引き上げ以外の財源を含む）、「新しい経済政策パッケージ」に基づく幼児教育・保育の

無償化、1 歳児及び 4・5 歳児の職員配置基準、保育士等のさらなる処遇改善等が挙げられ、

予算編成過程において検討される。 

（２）保育の受け皿整備・保育人材の確保等 
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➢ 保育の受け皿整備として、「新子育て安心プラン」に基づき、意欲のある自治体の取組を積

極的に支援するため、補助率の嵩上げ（1/2→1/3）等による保育所等の整備の推進。 

➢ 保育人材確保のための総合的な対策として、保育士・保育所支援センターへの「保育士キャ

リアアドバイザー」の配置、潜在保育士の再就職支援、就学資金貸付について所要の額の確

保、保育士支援アドバイザーの補助基準額の拡充、地域限定保育士制度の全国展開に伴う支

援の拡充などを実施。 

➢ 保育現場の ICT 化の推進 

➢ 保育所における医療的ケア児の災害対策として必要な備品の補助、また、「保育利用支援事

業（入園予約制）」について対象の拡充を行う。 

（３）こども誰でも通園制度（仮称）の試行的実施 

➢ こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた形での試行的実施について、「こども未

来戦略方針」を踏まえて、予算編成過程において検討する。 

 

2 地域の子ども・子育て支援、こどもの居場所づくり支援の推進 2,100 億円の内数+事項要求 

（２）地域のこども・子育て支援の推進 

➢ 令和 4 年改正児童福祉法の施行に伴う、こども家庭センターの設置や地域子育て相談機関の

整備を推進する。 

3 こどもの安全・安心 31 億円の内数+事項要求 

（１） こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認の仕組み（日本版 DBS）の構築を円滑に進める

ための体制等の整備 

➢ こども関連業務従事者の性犯罪歴等確認の仕組み（日本版 DBS）に係る事業者向けのガイド

ライン、マニュアル、研修資料等の作成の検討のため調査研究を行う。 

➢ 各種体制及び情報システムの整備等について、予算編成過程において検討する。 

（２） 保育所等の送迎用バスの置き去り防止対策の推進 

➢ 保育所等の送迎用バスへの安産装置やこどもの見守りタグ（GPS）の導入支援などを推進す

る。 

詳細は、こども家庭庁ホームページよりご覧ください。 

こども家庭庁＞ホーム＞政策予算・決算・税制 

https://www.cfa.go.jp/policies/budget/ 

https://www.cfa.go.jp/policies/budget/


4 

◆「こども誰でも通園制度（仮称）」検討会立ち上げへ 

8 月 25 日の記者会見にて、小倉將信こども政策担当大臣は、「こども誰でも通園制度（仮

称）」の創設に向け、2024 年度から制度の本格実施を見据えた形で行う試行的事業の実施

の在り方について議論する検討会を 9 月に立ち上げることを明らかにしました。 

検討会の構成員は、学識経験者、保育所や幼稚園の関係者、自治体関係者ら約 20 人で構

成され、保育三団体協議会からは幹事団体である日本保育協会が代表として参画する予定

です。 

検討会では、制度の意義、事業実施の際の留意点、施設・事業累計毎の事業実施のイメ

ージなどについて検討するとされ、12 月に中間とりまとめ、来年 3 月にとりまとめの予定

です。 

 



（案） 
 

〒«郵便番号» 

«住所市町村まで»«住所町名以降» 

«法人名» 

«施設名（略称）» 御中 

（«発送_コード»） 

 

 【発信元・お問合わせ先】 

社会福祉法人大阪府社会福祉協議会 施設福祉部 

保育部会事務局（担当：西岡・箕谷・中野） 

 

〒542-0065 

大阪市中央区中寺１丁目１番５４号 

大阪社会福祉指導センター２階 

TEL.06-6762-9001  FAX.06-6768-2426 

 

大社福施発第  号① 

令 和 5 年  月  日 

 

社会福祉法人大阪府社会福祉協議会 

保 育 部 会 長  森 田  信 司 

保 育 士 会 長  伊 藤  裕 子 

（ 公 印 省 略 ） 

 

令和５年度 保育部会・保育士会会費のご請求について 
 

 平素は、本会事業推進のため、ご協力いただきありがとうございます。日頃より本会事業にご尽力賜り

厚くお礼申しあげます。 

早速でございますが、令和 5 年度保育部会・保育士会とも、下記のとおり令和 5 年度会費のご請求をさ

せていただきます。 

なお、昨年度と同様に、保育部会・保育士会の両会費を一括してご請求させていただきます
ことを申し添えます。 

 また、特定情報配信ツール「よい子ネット」の管理料につきましても、部会費とともに一括請求させて

いただきます。 

記 

 

１．保育部会会費請求額および基準（府社協会費 5％(1,900円)減額を反映した会費請求額となります） 

利用定員 請求額 利用定員 請求額 

30名以下 ４７，１００円 91～120名 ６５，１００円 

31～60名 ５３，１００円 121～150名 ７１，１００円 

61～90名 ５９，１００円 151名以上 ７７，１００円 

※請求額は、施設の利用定員数に基づきます。（ただし、幼保連携型認定こども園については、１号認

定の利用定員数を除きます。） 

※請求額の中には、大社協基本会費（36,100円）、全保協会費（5,000円）、「保育おおさか」購読料が

含まれています。 

 

２．保育士会会費請求額  1人あたり１，２００円（令和 4年度保育士会会員名簿に基づく） 

 

３．保育制度充実のための拠出金（全国保育協議会保育所問題対応拠出金）  ５，０００円 

 

４．よい子ネット管理料   月額５５０円（税込）×在会月数 

 

５．お振込先  りそな銀行・大手支店 普通預金 ○○○○○○○ 

        （福）大阪府社会福祉協議会 保育部会長 森田信司 

 

６．納入期限  令和５年１１月３０日（木）とさせていただきます。 

資料 1 
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保健衛生・安全対策

 

 

 

 

 

 

到達目標

保健衛生に関する理解を深め、適切に保健計画の作成と 活用ができる力を養う。また、安全対策に関する理解

を深め、適切な対策を講じることができる力を養う。他の保育士等に保健衛生・安全対策に関する適切な助言及

び指導ができるよう、実践的な能力を身に付けるべく開催いたします。 

 

 

日 程（全 2 日間）※詳細は 2 ページ「研修カリキュラム」をご覧ください。

 １日目 令和 5 年10 月 16 日（月） 9 時50 分 ～ １8 時40 分 

（初日は9 時 45 分からオリエンテーションを行います。） 
 2 日目 令和 5 年10 月 18 日（水）  9 時50 分 ～ １8 時40 分 
 

受験対象 受講定員

大阪府内の保育園・認定こども園に勤務する保育士・保育教諭等。 
８０名

 

 

受講料

 保育部会会員：15,000 円  会員でない方：30,000 円 

※受講料は、受講決定通知と合わせて請求書を郵送にてお送りさせていただきますので、「振込」にてお支払いください。 

※受講料には、当日の資料代・事務消耗品代が含まれています（交通費・昼食代等は含まれておりませんので、各自ご負担ください）。 

 

 

申込方法 ≪申込期限：令和 5 年９月２５日（月）17：00 まで≫

保育部会会員の方は、保育部会ホームページ「にじいろつみきネット」会員ページまたは配信電子メールより、 

申込みフォームにアクセスいただき、お申込みください（定員に達し次第締め切らせていただきます）。原則

として先着順とさせていただきますが、応募者多数の場合は、１施設あたりの参加者数を制限させていただく場

合がございます。 

会員でない方は、お手数ですが、保育部会事務局までお問い合わせください。 

 

 

実施主体

 大阪府社会福祉協議会保育部会 

 

 

 

この研修は「大阪府保育士等キャリアアップ研修」実施機関指定研修です。 

所定の研修修了者には、「保健衛生・安全対策」分野の修了証を交付いたしま

す。                   ※詳細は、4 ページをご覧ください。 

 

 

資料 3 

https://form.kintoneapp.com/public/form/show/5d1cc479981a1e3396ab52539cd2b284502a790c81dda2e82a53f2740a4cf9ce#/
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研修カリキュラム

 

【１日目】令和 5 年10 月16 日（月）／会場：大阪府社会福祉会館 4 階 会議室 401 

9 時 30 分～ 受付開始  

9 時 45 分～ 受講ガイダンス  

9 時 50 分～11 時 20 分（90 分） 

「事故防止及び健康安全管理①」 

・事故防止及び健康安全管理に関する組織的取組 

・体調不良や傷害が発生した場合の対応 

・救急処置及び救急蘇生法の習得 

・災害への備えと危機管理 

・多職種との協働 

休憩（10 分）  

11 時 30 分～13 時 00 分（90 分） 

「保育所における感染症対策ガイドラ

イン①」  

・保育所における感染症対策ガイドラインの理解 

・保育所における感染症の対策と登園時の対応 

昼食休憩（50 分） 

13 時 50 分～15 時 20 分（90 分） 

「保育所における感染症対策ガイドライン

②」 

休憩（10 分）  

15 時 30 分～17 時 00 分（90 分） 

「教育・保育施設等における事故防止及び事

故発生時の対応のためのガイドライン①」 ・教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のための

ガイドラインの理解 

・安全な環境づくりと安全の確認方法 

休憩（10 分） 

17 時 10 分～18 時 40 分（90 分） 

「教育・保育施設等における事故防止及び事

故発生時の対応のためのガイドライン②」 
 

 

 

【２日目】令和 5 年10 月18 日（水）／会場：大阪府社会福祉会館 4 階 会議室 401 

9 時 30 分～ 受付開始  

9 時 45 分～ 受講ガイダンス  

9 時 50 分～11 時 20 分（90 分） 

「保健計画の作成と活用①」 
・子どもの発育・発達の理解と保健計画の作成 

・保健活動の記録と評価 

・個別的な配慮を必要とする子どもへの対応 

休憩（10 分） 

11 時 30 分～13 時 00 分（90 分） 

「保健計画の作成と活用②」 

昼食休憩（50 分）  

13 時 50 分～15 時 20 分（90 分） 

「保育の現場において血液を介して感染する

病気を防止するためのガイドライン①」 

・保育の場において血液を介して感染する病気を防止するための 

ガイドラインの理解 

・保育所における血液を介して感染する感染症の対策と対応 

休憩（10 分） 

15 時 30 分～17 時 00 分（90 分） 

「保育の現場において血液を介して感染する

病気を防止するためのガイドライン②」 

休憩（10 分） 

17 時 10 分～18 時 40 分（90 分） 

「保育の現場において血液を介して感染する

病気を防止するためのガイドライン③」 
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講 師

 

関西学院 聖和短期大学 保育科 准教授 立花
たちばな

 直樹
な お き

 氏 

大阪府・兵庫県・三重県・石川県保育士等キャリアアップ研修講師 

【講師略歴（抜粋）】  

・高齢者施設や障がい児者施設、市町村社会福祉協議会や都道府県社会福祉協議会でたくさん

の福祉現場の経験後、平成１５年に大阪保健福祉専門学校の副学科長に就任。  

大阪薫英女子短期大学専任講師、関西福祉科学大学准教授を経て現在に至る。  

【主な研究課題・書籍など】  

・福祉専門職に関する諸課題（保育士 ,社会福祉士 ,精神保健福祉士 ,介護福祉士 ,MSW 等）  

・社会的交流（世代間交流、地域内交流、地域間交流）や福祉教育に関する研究）  

・福祉・防災活動に関する研究  

・障害児保育・特別支援教育に関する研究等  

『保育士等キャリアアップ研修・指導者認定（マネジメント他）』取得、日本乳幼児教育・保育者養成学会  

『子育て支援を支えるソーシャル・キャピタル』『保育・幼児教育・子ども家庭福祉辞典』など著書実績多数。 

大阪城南女子短期大学 総合保育学科 准教授 丸目
ま る め

 満弓
ま ゆ み

 氏 

大阪府・兵庫県・三重県、尼崎市保育士等キャリアアップ研修講師 

【講師略歴（抜粋）】 

・同志社大学法学部法律学科、佛教大学社会福祉学科、ＭＳＷ（医療ソーシャルワーカー）やＳＳＷ（スク

ールソーシャルワーカー）の現場の経験を経て、大阪大学大学院博士前期課程、大阪総合保育大学大学院

博士後期課程を修了。「保育ソーシャルワーク」や「保護者支援・子育て支援」を専門とした研究を専攻

し現職。 

【主な研究課題・書籍など】 

・現場から福祉の課題を考える～ソーシャル・キャピタルを活かした社会孤立への支援：ソーシャルワーク

実践を通して～  

・保育ソーシャルワークの思想と理論 (保育ソーシャルワーク学研究叢書第 1 巻)など、研究・著書実績多数。 

 

 

受講までの流れ

 

①申込  大阪府社会福祉協議会「施設福祉部ホームページ」または配信電子メールより、 

     申込みフォームにアクセスいただき、お申込みください。（申込期限：令和 5 年９月２５日（月） 

     午後５時） ※会員でない方は、お手数ですが、保育部会事務局までお問い合わせください。 

 ↓ 

 

②受講決定  受講決定者に対し、各種書類（受講決定通知書〈参加費請求書（銀行振込）、キャリアアップ

研修名簿登録フォームのご案内〉、受講チケット、開催要項）を郵送いたします。 

 ↓ 

 

③受講開始  初回講義受講の際に、「受講チケット」をご持参ください。 

以降、各受講日に「受講チケット」が必要となります。 
 

 

 
 

https://researchmap.jp/mmarume/books_etc/13234114
https://researchmap.jp/mmarume/books_etc/13234114
https://researchmap.jp/mmarume/books_etc/13234111
https://form.kintoneapp.com/public/form/show/5d1cc479981a1e3396ab52539cd2b284502a790c81dda2e82a53f2740a4cf9ce#/
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保育士等キャリアアップ研修に係る修了証の取扱いについて

(1)概要 

◆この研修は、「大阪府保育士等キャリアアップ研修」（以下「キャリアアップ研修」といいます）における「保

健衛生・安全対策」分野対象研修として、大阪府から指定を受けています。これにより、次の条件をすべて満

たす方に対し、「保健衛生・安全対策」分野の修了証を交付します。 

◇対象となる講義をすべて履修していること（遅刻・早退・欠席等は認められません）。 

◇所定の「受講レポート」を提出していること（すべて白紙での提出は認められません）。 

◇大阪府が他の都道府県及び市町村に対し、研修修了者の情報を提供することについて、あらかじめ同意し

ていること（下記(4)参照）。 

◆キャリアアップ研修は、平成 29 年 4 月 1 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知「保育士等キャ

リアアップ研修の実施について」（雇児保発 0401 第１号）別紙「保育士等キャリアアップ研修ガイドライン」

に基づき、1 分野につき 15 時間以上の研修を受講する必要があります。修了証の交付を受けられる場合は、

必ず全てのカリキュラムをご受講ください。遅刻・早退・欠席等の理由により、全てのカリキュラムを受講で

きなかった方に対する救済措置はございませんので、あらかじめご承知おきください。 

(2)「受講レポート」の提出について 

◆キャリアアップ研修対象講義をすべて受講された方に限り、「受講レポート」の提出を求めますので、必ず提出

してください（提出されない場合は、修了証を交付することができません）。なお、この受講レポートは、判定

により修了の可否を決定するものではありません。 

(3)修了証の交付方法について 

◆修了証は、該当する受講者に対し、研修終了後おおむね３週間～1 か月程度、所属園へ送付いたします。 

(4)研修修了者の情報管理について 

◆研修修了者の情報管理は、大阪府社会福祉協議会が行い、次の内容を掲載した名簿を作成します。 

(1)保育士登録番号（有資格者のみ） (2)氏名・生年月日・住所 (3)勤務先施設の名称・所在市町村名 

(4)修了した研修分野 (5)修了証番号 (6)修了年月日 

◆この名簿は、大阪府から提出を求められておりますが、大阪府が他の都道府県及び市町村にこれらの情報を提

供することについてあらかじめ同意をしていただく必要がございます。 

◆本会における個人情報の取扱いは、関係法令又は本会各種規程（プライバシーポリシー）を遵守し、厳正に管

理のうえ、目的以外の用途には使用いたしません。 

 

 

●研修に関するお問い合わせは… 

大阪府社会福祉協議会 保育部会事務局（担当：箕谷・西岡） 

〒542-0065大阪市中央区中寺 1-1-54 大阪社会福祉指導センター内 

TEL.06-6762-9001 FAX.06-6768-2426 E-Mail：info@niji-tumi.net 

保育部会ホームページ「にじいろつみきネット」URL：http://www.niji-tumi.net/ 
 

会 場

大阪府社会福祉会館 4 階 会議室４０１ 

〒542-0012 

  大阪市中央区谷町 7 丁目 4 番 15 号 

 

［アクセス］ 

●地下鉄谷町線・長堀鶴見緑地線「谷町六丁目」駅

４番出口（谷町筋を南に 280m） 

  谷町７丁目交差点を西に入る。 

●地下鉄谷町線・千日前線「谷町九丁目」駅２番出

口（谷町筋を北に 560m） 

  谷町７丁目交差点を西に入る。 

※お車での来場は一切ご遠慮いただいております。

必ず公共交通機関をご利用ください。 
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趣旨・目的

保護者支援・子育て支援に関する理解を深め、適切な支援を行うことができる力を養い、他の保育士等に保

護者支援・子育て支援に関する適切な助言及び指導ができるよう、実践的な能力を身に付けることを目的とし

ます。 

 

研修形式（e ラーニング形式による研修受講、各所属先での演習実施）

 本研修会は、オンデマンド配信形式として、講義・演習を含む 15 時間の e ラーニング形式による研修映像

の視聴と、所属園等での演習の実施を組み合わせた受講形式で開催いたします。演習受講の必須要件として、

受講申込の際は、所属法人または所属園等より複数名（２名以上）で必ず申込いただきますようお願いいたし

ます。（※１名での受講申込・研修受講はできません） 

 

日 程

・配信受講期間（講義映像１２時間と演習映像３時間の配信期間） 

令和５年10 月１１日（水）１０時００分 ～ 令和５年１１月２４日（金）1７時０0 分まで 
・講義映像（1２時間）と演習映像（３時間）を、上記の配信受講期間内に必ず受講してください。 

・各園所等で演習を実施する場合は、必ず複数名（2 名以上）で演習部分の研修映像を視聴し受講してください。
※詳細は 2 ページ「研修カリキュラム」をご覧ください。 

 

受講対象 受講定員

大阪府内の保育園・認定こども園の保育士・保育教諭等（または、

当該役割を担うことが見込まれる方）。

５００名 

（受講決定等の対応事務のため定員

数を設定させていただきます） 

 

受講料

 保育部会会員：４,000 円  会員でない方：８,000 円 

※受講料は、受講決定通知書兼請求書をメールにてお送りさせていただきますので、「指定振込口座」に

てお支払いください。 

 

申込方法 ≪申込期限：令和５年９月２６日（火）17 時00 分まで≫

保育部会会員の方は、保育部会ホームページ「にじいろつみきネット」会員ページまたは配信電子メールより、 

申込みフォームにアクセスいただき、お申込みください（申込者への通知等の対応事務のため、申込期限は厳守

させていただきます）。原則先着順とさせていただきますが、応募者多数の場合、１施設あたりの参加者数を制限

させていただく場合がございます。会員でない方は、保育部会事務局までお問い合わせください。 

 

実施主体

 大阪府社会福祉協議会保育部会 

 

この研修は「大阪府保育士等キャリアアップ研修」実施機関指定研修です。 

研修修了者には、「保護者支援・子育て支援」分野の修了証を交付いたします。 

※詳細は、３ページをご覧ください。 

 

「保護者支援・子育て支援」 

※注意 9/6～案内 



 
2 

研修カリキュラム

【e ラーニング形式（講義部分 12 時間・演習３時間の全 15 時間）】 

講義テーマ 研修内容 

講義① 

保護者支援・子育て支援の意義

（１時間×１講義） 

・保育所における保護者支援・子育て支援の意義について理解を深めます。まず、法

令などにみる保護者支援・子育て支援の位置づけを確認した上で保護者の第一義的

責任について考えます。 

講義② 

保護者に対する相談援助 

（１時間×５講義） 

・ソーシャルワークの展開過程を踏まえて、ニーズをどのようにとらえるのか、スト

レングス視点をもった支援の在り方を考えていきます。 

・送迎時の支援事例を通して、保護者支援・子育て支援のポイントを考えていきま

す。 

・個人懇談といった場面での支援の在り方について理解を深めます。 

・トラブル事例への支援の在り方について理解を深めます。 

・「自分も相手も大切にする自己表現」という意味をもつコミュニケーションの考え

方と技法としてのアサーションについて理解を深めた上で、保育場面における

DESC 法について学びます。 

講義③ 

地域における子育て支援 

（１時間×４講義） 

・家族とは何かを改めて考えた上で、核家族の孤立化という今日的課題について、理

解を深めます。 

・保護者支援・子育て支援の基本的視点を踏まえて、保育士の専門性を生かした保護

者支援・子育て支援について考えていきます。 

・共感的理解を中心に据えた応答の在り方について理解を深めていきます。 

・信頼関係構築のための技法として、ジョイニング、多方面への肩入れといった技法

を学びます。 

講義④ 

虐待予防 

（１時間×１講義） 

・今日、大きな問題となっている児童虐待について、現状を確認したうえで、子ども

虐待による死亡事例等を防ぐためのリスクとして留意すべきポイント、支援の在り

方について理解を深めます。 

講義⑤ 

関係機関との連携、地域資源の活用 

（１時間×１講義） 

・家族をひとつのシステムとしてとらえる視点について理解を深めていきます。 

演習テーマ 研修内容 

演習①（１時間×１演習） 

今日の家族の課題と支援のあり方 

・ワーク課題【1-2、2-1、2-2、3】を通して、それぞれの意見をもちよりグルー

プ討議を行います。日々の保育の中で出会う家族を通して、今日の家族の課題と支援

の在り方を話し合います。 

演習②（１時間×１演習） 

保護者との関わりにおいて工夫し

ていること、気をつけていること 

・ワーク課題【4、5、6、7】を通して、それぞれの意見をもちよりグループ討議を

行います。保護者との関わりにおいて工夫していること、気をつけていることについ

て話し合います。 

演習③（１時間×１演習） 

子育て支援のための技法の活用 

・ワーク課題【9、10、11、12】を通して、それぞれの意見をもちよりグループ討

議を行います。研修で学んだ支援のための技法をどのように活用していくのかにつ

いて話し合います。 

 

講 師（講義・演習）

大阪成蹊大学 教育学部 教授/教育学部長  山本
やまもと

 智也
と も や

 氏 

ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ：1998 年大阪教育大学 大学院教育学研究科 実践学校教育専攻修士課程 修了 

2003 年武庫川女子大学  大学院臨床教育学研究科 臨床教育学専攻博士後期課程 修了 

主な担当科目：教育学概論/子育て支援/ 子ども家庭支援論/ 保育実習指導Ⅰ-2 

【大学院】現代教育実践学Ⅰ（臨床教育学）/ 研究指導Ⅱ 

主な著書：｢Youth Worker Hand-book 2  ユースワーカー基礎編｣(子ども･若者支援専門職養成研究所発行)

｢子ども家庭福祉専門職のための子育て支援入門 ｣  (ミネルヴァ書房  2019 年 5 月 )  

｢「家庭団欒」の教育学｣ (福村出版  2016 年  6 月  ) 
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受講から認定までの流れ

・研修申込  保育部会ホームページ「にじいろつみきネット」会員ページまたは配信電子メールより、申込み 

フォームにアクセスいただき、お申込みください（申込期限：令和５年９月２６日（火）17 時 00

分まで）。※会員でない方は、お手数ですが、保育部会事務局までお問い合わせください。 
 

 

・受講決定  受講決定者に対し、受講決定通知書兼受講料請求書をご案内いたします。研修講義・演習動画・資

料等の掲載案内（動画サイト URL）、キャリアアップ研修名簿登録シート入力フォーム）をメール

にてご案内・送付いたします。 

       ※たくさんのお申込みをいただく関係により、受講決定通知等のお知らせは、研修映像視聴開始前

日ごろのご案内となります。あらかじめご了承お時間を少々いただきますが予めご了承願います。 

 

・受講開始  研修講義・演習を動画サイト URL より、研修講義の視聴と演習の実施をお願いします。 

       ※研修受講では、講義動画と研修資料をもとに、個人学習ワークシートの作成をお願いします。個

人学習ワークシートは、全 15 時間受講後に事務局まで原本を提出していただきますので、お手元

に必ず 1 部コピーを保管しておいてください。（※未作成や提出不備等は修了を認めません） 

 

保育士等キャリアアップ研修に係る修了証の取扱いについて

(1)概要 

◆この研修は、「大阪府保育士等キャリアアップ研修」（以下「キャリアアップ研修」といいます）における「保

護者支援・子育て支援」分野対象研修として、大阪府から指定を受けています。これにより、次の条件をすべ

て満たす方に対し、「保護者支援・子育て支援」分野の修了証を交付します。 

◇対象となる講義をすべて履修していること（遅刻・早退・欠席等は認められません）。 

◇所定の「個人学習シート」および「受講レポート」を提出していること（白紙での提出は認められません）。 

◇大阪府が他の都道府県及び市町村に対し、研修修了者の情報を提供することについて、あらかじめ同意し

ていること（下記(4)参照）。 

◆キャリアアップ研修は、平成 29 年 4 月 1 日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知「保育士等キャ

リアアップ研修の実施について」（雇児保発 0401 第１号）別紙「保育士等キャリアアップ研修ガイドライン」

に基づき、1 分野につき 15 時間以上の研修を受講する必要があります。修了証の交付を受けられる場合は、

必ず全てのカリキュラムをご受講ください。遅刻・早退・欠席等の理由により、全てのカリキュラムを受講で

きなかった方に対する救済措置はございませんので、あらかじめご承知おきください。 

(2)「個人学習シート」および「受講レポート」の提出について 

◆キャリアアップ研修対象講義をすべて受講された方に限り、「個人学習シート」および「受講レポート」の提出

を求めますので、必ず期日までに提出してください（提出されない場合は、修了証を交付することができませ

ん）。なお、この受講レポートは、判定により修了の可否を決定するものではありません。 

【重要】各提出シートの「所属長氏名」欄は、必ず所属長がレポート内容を確認し署名（またはゴム印等）

ください。 

(3)修了証の交付方法について 

◆修了証は、該当する受講者に対し、研修終了後に全受講者からの受講レポート等必要書類の提出後おおむね２

か月程度で所属園へ送付を予定しております。 

(4)研修修了者の情報管理について 

◆研修修了者の情報管理は、大阪府社会福祉協議会が行い、次の内容を掲載した名簿を作成します。 

(1)保育士登録番号（有資格者のみ） (2)氏名・生年月日・住所 (3)勤務先施設の名称・所在市町村名 

(4)修了した研修分野 (5)修了証番号 (6)修了年月日 

◆この名簿は、大阪府から提出を求められておりますが、大阪府が他の都道府県及び市町村にこれらの情報を提

供することについてあらかじめ同意をしていただく必要がございます。 

◆本会における個人情報の取扱いは、関係法令又は本会各種規程（プライバシーポリシー）を遵守し、厳正に管

理のうえ、目的以外の用途には使用いたしません。 

●研修に関するお問い合わせは… 

大阪府社会福祉協議会 保育部会事務局 

〒542-0065 大阪市中央区中寺 1-1-54 大阪社会福祉指導センター内 
TEL.06-6762-9001 FAX.06-6768-2426 E-Mail：info@niji-tumi.net 

保育部会ホームページ「にじいろつみきネット」URL：http://www.niji-tumi.net/ 
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９.施設利用者のサービス向上のため次のことを実現されたい 

 

①本来の保育の魅力や本質、夢のある職業として広く社会に認知されるよう、イ

メージアップに繋がる対策を強力に講じられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】            福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 大阪府が実施している保育士・保育所支援センター事業において、保育の魅力を

紹介するチラシを制作して潜在保育士等へ配布する取り組みをしており、また、保

育士資格を有する専門員（コーディネーター）を配置した相談窓口を設置し、求職

支援や職場での悩み相談などきめ細やかな対応をおこなっているところです。 

 

〇 引き続き、機会をとらえて保育の魅力が広く認知されるよう、更なる発信を検討

してまいります。 
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②保育分野における円滑な人材確保に資するため、国の実施する処遇改善等に加

えて、人材確保に係る費用の支援等について府独自の施策を講じられたい。（保

育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】            福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 国では、保育士の処遇改善については、平成 27 年度より、国制度における公定

価格の処遇改善等加算において、職員の賃金の改善やキャリアパスの構築の取組に

応じた人件費（賃金改善要件分）が導入され、賃金改善分として３％（職員一人あ

たりの平均勤続年数 11 年以上の時は４％）が加算され、平成 29 年度には５％（11

年以上６％）に、令和元年度には６％（11 年以上７％）に改正されたところです。 

  また、平成 29 年度より職員の技能・経験の向上に応じた賃金改善（処遇改善等

加算Ⅱ）が実施されております。 

  さらに、令和４年２月から、賃上げ効果が継続される取組みを行うことを前提と

して、収入を３％程度（月額 9,000 円）引き上げるための補助が実施され、同年 10

月以降は公定価格において同様の措置が講じられております。 

 

〇 大阪府では、大阪府社会福祉協議会が実施している「保育士修学資金貸付等事業」

を支援しており、保育士修学資金貸付、保育補助者雇上支援、未就学児をもつ保育

士の保育所復帰支援、潜在保育士の再就職支援、未就学児を持つ保育士の子どもの

預かり支援の５つの事業をおこなっており、様々なニーズに対応しているところで

す。 

 

〇 府としては、国に対して、処遇改善等加算の充実など、更なる見直しを行うとと

もに、必要な財源を恒久的・安定的に措置するよう、引き続き要望してまいります。 

 

 

  



29 

 

③保育士資格及び幼稚園教諭免許状取得の特例期間について、人材確保が深刻化

しているため期間の延長について国に強く働きかけられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 幼保連携型認定こども園で勤務する保育教諭等について、本来、幼稚園教諭免許 

状と保育士資格の併有が必要とされておりますが、平成 27 年４月の子ども・子育

て支援新制度施行後 10 年間（令和６年度末まで）において特例措置が設けられて

いるところです。 

 

〇 本特例措置経過後は、幼稚園教諭免許状又は保育士資格のいずれかしか有しない

者は幼保連携型認定こども園の保育教諭等となることはできなくなることから、同

こども園における職員確保に支障が生じる恐れがあります。 

 

〇 府としては、特例措置の延長について、様々な機会を捉えて、国に対して働きか

けてまいります。 
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④保育所等における子育て支援員の配置要件が特例により定められたが、人材確

保が深刻化しているため、配置要件について幅広く代替可能（加算等）となるよ

う国に強く働きかけられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 保育人材の不足が深刻な問題であると認識しており、保育の安全と質の確保のた

めに、保育人材の確保・配置の増加が必要であると考えております。  

 

〇 これまで、朝夕など児童が少数となる時間帯における保育士配置に係る特例とし

て、保育士最低２人配置要件について、保育士２名のうち１名は子育て支援員研修

を修了した者等に代替可能とする措置がなされてきたところです。 

 

〇 子育て支援員により一層活用の機会を持っていただくため、配置要件の拡充につ

いての国への要望については、状況を鑑み検討してまいります。  
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⑤保育士修学金制度について、学生や保育士を目指す人の活用が進むよう更なる

周知と制度の充実を図られたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 保育士修学資金制度について、養成校への案内、制度周知チラシを保育士試験実

技試験会場で配布、潜在保育士宛てダイレクトメール等で送付するなど周知・説明

に努めています。 

 

〇 また、国からの貸付原資が十分措置されていないことから、保育士修学資金貸付

等事業について、安定した事業継続に必要な事務費を含む原資の財源措置を早期に

講じること等について、国に要望しています。 

 

〇 引き続き、保育士修学資金貸付等事業に係る財政措置について国の動向を注視す

るとともに、事業の充実について国に対して要望してまいります。 
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⑥持続可能な施設運営に資するため、利用定員の変更について、各自治体で格差が

生じることなく、国の通知に定めるとおり迅速かつ柔軟な対応が講じられるよ

う各市町村に強く働きかけられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】        福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 利用定員の変更については、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に

規定されており、特定教育・保育施設の設置者が、利用定員を増加しようとすると

きは同法第 32 条第 1 項に基づき市町村に変更の申請、利用定員を減少しようとす

るときは同法第 35 条弟２項に基づき市町村に変更の届け出をしなければならない

と規定されています。 

 

〇 利用定員の変更手続きについては、これまでにも、市町村に対して、国の通知と

併せて、府としても周知・説明を行ってきたところです。 

 

〇 引き続き、市町村に対して、機会をとらえて変更手続きを速やかに行うよう、働

きかけをおこなってまいります。  
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⑦国の補助事業（例：保育補助者雇上強化事業等）について、各市町村で格差が生

じることが無いよう強く働きかけられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】        福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 保育対策等総合支援事業費補助金等の補助事業については、保育の実施主体であ

る市町村が、地域の実情に応じて実施するものと認識しております。 

 

〇 府としては、国の補助事業の活用について、市町村に働きかける等支援を行って

まいります。 
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⑧処遇改善Ⅱにおける施設類型ごとに設定された研修修了要件について相違をな

くすよう国に強く働きかけられたい。また、処遇改善Ⅱの法人間の資金配分につ

いて職員の一層の処遇改善に資するため、期限の廃止及び上限 20％の撤廃を国

に強く働きかけられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】        福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 現在、大阪府では、国からの通知にもとづき処遇改善等加算Ⅱにかかる研修修了

要件について「保育所・地域型保育事業所」と「認定こども園・幼稚園」２つの異

なる取扱要領を定めていますが、施設種類で異なっている研修修了要件の取り扱い

については、是正されるよう国に検討を働きかけてまいります。 

 

〇 処遇改善等加算Ⅱの他の施設への配分につきましては、令和５年度の「施設型給

付費等に係る処遇改善等加算について（通知）」の改正点として、処遇改善等加算Ⅱ

について、加算額の一部を同一の設置者・事業者が運営する他の施設・事業所に配

分することができる取扱いの期限について、これまでの令和４年度末から令和６年

度末までに延長されたところです。（配分額の上限は 20％で据え置き。） 

 

〇 府としては制度設計の背景も踏まえながら、必要に応じて国に対して働きかけて

まいります。   
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⑨主任保育士専任加算等の加算・減算要件における実施事業について加算要件が

緩和されるよう、引き続き国に強く働きかけられたい。 

あわせて、高齢者等活躍促進加算や施設機能強化推進費加算においても同じく

要件の見直しが図られるよう、国に強く働きかけられたい。（保育部会） 

  

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 主任保育士専任加算については、配置基準等による必要保育士数に加えて代替要

員を 1 人加配することと、乳児が３人以上入所している等の要件があり、今後、少

子化が進むこと等により、要件を満たすことが困難となる地域や施設がますます増

えていくことが予想されることから、府としましても、地域の実情や時勢に応じた

制度の見直しを図るよう国に対して要望してまいります。 
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⑩物価高騰対策支援について、市町村が地方創生臨時交付金を活用するなどして

保育施設等への給食費等の補助を行うよう各市町村に強く働きかけられたい。

（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】        福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 保育施設等における物価高騰等の影響については、一定生じているものと認識し

ております。 

 

〇 市町村においては、保育の実施主体として、地域の実情に応じて、地方創生臨時

交付金を活用する等して保育施設等を支援しているものと考えております。 

 

〇 府としては、令和４年度に国の地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰の影響を

受けた保育施設等に対して支援を行ったところであり、令和５年度についても同様

の支援を行う予定としております。 

 

○ 市町村に対しては、府内の取組み事例を共有するなどをし、保育施設等への支援

が行われるよう、令和４年度より働きかけているところです。  
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⑪地方自治法に基づいた助言としての様々な国通知（保育所等における常勤保育

士及び短時間保育士の定義について等）があり、大阪府下における各自治体にお

いて、その取扱いに格差が生じないよう、各市町村に強く働きかけられたい。（保

育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 国からの通知を各市町村に対して情報提供等する際は、市町村が判断しやすいよ

う丁寧な周知に努めているところです。 

  また、必要に応じて市町村課長会議等の場において、直接説明する機会を設けて

いるところです。  
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⑫保・幼・小の架け橋プログラムを本格的に実施している自治体があるなか、支援学級や

小学校接続加算等において、市町村間における加算対象の取り扱いによる格差が生じな

いよう各市町村に強く働きかけられたい。（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 保・幼・こ・小の連携については、幼児教育人権研修において毎年取り上げると

ともに、幼保小の架け橋プログラムの実施に係る手引きや動画について、府内市町

村を通じて保育所、認定こども園等へ周知しています。 

 

〇 また、公定価格における加算対象等については、必要に応じて、市町村の会議等

を通じて周知説明しているところです。 
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⑬保育施設等に係る事務書類の軽減について、引き続き国に働きかけられたい。

（保育部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

 

〇 「子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しに係る対応方針」において、国

が統一様式の普及に向けた取り組みを行うべきとされているため、統一化に向けて

積極的に取り組むよう、国に求めてまいります。  
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⑭児童生徒性暴力等を行った保育士の資格管理の厳格化の流れを踏まえ、資格管

理データーベースの一元化が図られるよう、国に強く働きかけられたい。（保育

部会） 

 

【府からのコメント、方針等】       福祉部 子ども家庭局 子育て支援課 

教育庁 私学課 

 

〇 国において、令和４年６月 15 日から起算して２年を超えない範囲において施行

される改正児童福祉法に基づき、わいせつ行為を行ったことにより保育士の登録を

取り消された者等（特定登録取消者）の情報が登録されたデータベースを整備し、

わいせつ行為を行った保育士の情報を、保育士を雇用する者等が把握できるような

仕組み（保育士特定登録取消者管理システム）を構築することとしています。 

 

〇 一方、幼稚園や認定こども園に勤務する「幼稚園教諭免許状」を有する者が、児

童生徒性暴力等を行った場合、国が整備したデータベース（特定免許状失効者管理

システム）に、その情報が登録されることとなっており、園の任命権者等は教育職

員等の任命や雇用の際に、これを活用することが義務付けられています。 

 

〇 こうした状況を踏まえ、府としては適正な管理が図れるよう、国の動向を注視し

つつ必要に応じて国に働きかける等してまいります。  
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※空欄については、９月１日時点で未提出の市町村です。

物価高騰の影響を受けている民間保育園等に対して高騰分を支援することで給食の内容維持を求める
（単価325円×令和5年４月～令和６年３月までの間の毎月1日時点の児童数を乗じた金額を補助）

・私立保育施設が令和５年９月１日から令和６年３月３１日までの期間の給食費の徴収を免除する際に要する経費を支給。（副
食費徴収免除対象者：児童数×3,000円×実施月数、副食費徴収対象者：児童数×7,500円×実施月数）

給食費月額単価４４１円、光熱費月額単価２４１円として、在籍児童数、定員数に応じて給食費12か月分、光熱費６か月分を支
給予定
・50人規模の施設の場合　約32万円（給食費支援　25万円＋光熱費支援　7万円）
・100人規模の施設の場合　約66万円（給食費支援　52万円＋光熱費支援　14万円）

泉
州

各月１日の入所児童数×1,122円（光熱費と食糧費の増加単価）

なし

各施設を利用する1号認定児童児童及び2・3号認定児童数に964円を乗じた額

なし

・食材料費等の物価高騰に伴う、給食材料費への補助金…月初の泉南市民である利用児童一人当たり　月額500円
・エネルギー費高騰に伴う、光熱水費への補助金…月初の泉南市民である利用児童一人当たり　月額500円

南
大
阪

なし

特定教育・保育施設は４００，０００円、地域子育て支援拠点は１００，０００円、認可外保育施設は２００，０００円支給。

未回答（空欄での回答）

門真市物価高騰対策緊急支援金として、市内にある私立幼稚園、保育所、認定こども園に対して250,000円、小規模保育事業
所に対して50,000円を支給予定。

利用定員ごとに支援額を設定
50人未満は50千円、70人未満は100千円、90人未満は250千円、90人以上は500千円

河
内

なし

定員１人当たり7,000円（年間分）

北
大
阪

認定こども園、保育所、小規模保育施設（令和5年4月1日時点の園児数）
200人以上：600,000円、100人～199人：400,000円、50人～99人：200,000円、20人～49人：100,000円、20人未満：50,000円

【速報値】物価高騰の影響を受ける施設に対しての支援（今年度）

内容

北
摂

１事業所につき100,000円支給。（分園を運営している場合は、当該分園を合わせて１事業所とみなす）

3号認定児　1人あたり月額575円　2号認定児　1人あたり月額570円　1号認定児　1人あたり月額480円を物価高騰による給食
費等の値上げをしないことを条件に支給

食材費の物価高騰分を補助予定。

なし

令和５年９月１日時点


